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《全国》・全産業の業況判断D.I.は前回調査比（H26.3月）で5ポイントの悪化。 
    ・大企業（資本金10億以上）、中小企業（資本金１億円未満）の業況判断D.I.は前回調査比でそれぞれ5ポイ

ントの悪化。 
《本県》・平成25年12月調査の10ポイント、平成26年3月調査の22ポイントは、バブル景気の余韻を残していた平成

3年（1991年）以来の水準となった。 
    ・直近の状況としては、消費税引き上げ後の反動減の影響等から、全産業において前回調査比で悪化（前回 

22→今回 4）となった。先行き(9月までの見通し)については、製造業、非製造業ともに改善を見込んでい
る(全産業 高知県：今回 4→先行き 6)。  

《日本銀行調査》 
・2014年度の設備投資額は、前年度を１割強上回る計画（全産業：15.0％、
製造業：18.2％、非製造業：12.1％）。 
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▽設備投資計画の推移（日本銀行調査） 

《本県》 
・全体としては、2009年の落ち込みに対し2010年・2011年の2年間で落ち込み前の水準に戻り、その後ほぼ同水準で推移している。 
・2014年の1月から6月は、いずれの月も2012年・2013年を上回って推移している。 

出典：日銀高知支店「全国企業短期経済観測調査」 
（2014年6月・高知県分ほか） 

2012
実績

2013
計画

-0.1 8.0 27.2

(　5.7　) (　-9.0　) (　27.9　)

製造業 -34.0 6.4 83.3

非製造業 13.3 8.3 -2.2

(同除電力) (　40.7　) (　-15.1　) (　-1.6　)

(同除電力)
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今回調査
2011
実績

全産業

高 知 県 経 済 等 の 動 向 

出典：日銀高知支店「全国企業短期経済観測調査」（2014年6月・高知県分） 
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産業振興計画 

全国 
(3月12) 
6月 7 

高知県 
(3月22) 
6月 4 

▽業況判断Ｄ．Ｉ． 

リーマンショック 

産業振興計画 

年平均（産業振興計画開始前の2008年の１人当たり現金給与総額の平均を100とした場合） 

出典：厚生労働省 
「毎月勤労統計調査」（高知県で加工） 

2010
年度

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014年度 上期 下期

0.4 61.8 8.1 ▲ 39.1 15.0 58.7 ▲ 13.6

製造業 19.6 81.1 ▲ 27.4 ▲ 33.5 18.2 75.5 ▲ 23.1

非製造業 ▲ 17.3 36.2 70.7 ▲ 43.3 12.1 42.0 5.7

計画実績

全産業

月平均（産業振興計画開始前の2008年のそれぞれの月の１人当たり現金給与総額の平均を100とした場合） 

▽現金給与総額の推移（高知県、指数、事業所規模：5人以上、名目） 
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《全国》 
 平成26年7月の有効求人倍率は1.10倍となり、前月と同水準となった。新規求人倍率は1.66倍となり、前
月を0.01ポイント下回った。 
   
《本県》 
 平成26年7月の有効求人倍率は0.86倍となり、前月を0.01ポイント上回り、最高値を更新した。  
   新規求人倍率は1.24倍となり、過去最高値であった前月（1.51倍）を0.27ポイント下回った。 
 同月の有効求人数は、前年同月比で5.3ポイント上回り、58か月連続で前年同月を上回った。  

▽新規求人倍率（季節調整済み） 

H26/7の有効求人

数の前年同月比
5.3%増は58ヵ月連
続のプラス 

H21/9の有効求人数の
前年同月比▲3.9%は 
21ヵ月連続のマイナス 

産業振興
計画 

▽有効求人数の前年同月比の推移 

リーマンショック 

産業振興計画 

▽有効求人倍率（季節調整済み） 

H26/7 

産業振興計画 

リーマンショック 

H26/7 

リーマンショック 

産業振興計画 

出典：高知労働局「雇用こうち」 

▽有効求人数・有効求職者数の推移（実数値） H26年7月 
四国：1.13 
全国：1.10 
 
 
 
 
高知：0.86 

H26年7月 
四国：1.66 
全国：1.66 
 
 
高知：1.24 

H26/7の有効求人
倍率0.86は、過去
最高を更新 

▽主な職業分類別 有効求人倍率 

H25年
1月

7月
H26年
1月

7月
H25年
1月

7月
H26年
1月

7月

専門的・技術的職業 1.33 1.29 1.56 1 .35 1.57 1.41 1.78 1.57

建築・土木技術者等 3.32 2.76 3.96 2 .96 2.83 3.08 3.96 3.54

事務的職業 0.19 0.21 0.25 0 .21 0.26 0.25 0.31 0.30

販売の職業 1.47 1.76 1.87 2 .23 1.05 1.04 1.24 1.24

サービスの職業 1.27 1.14 1.42 1 .37 1.75 1.67 2.02 2.02

介護サービスの職業 1.18 0.98 1.14 1 .30 1.87 1.74 2.22 2.18

接客・給仕の職業 1.82 1.68 2.14 1 .80 2.29 2.16 2.54 2.53

建設・採掘の職業 0.78 0.64 1.19 0 .85 2.18 2.26 2.94 2.74

土木の職業 0.62 0.50 1.05 0 .73 1.94 2.02 2.72 2.54

建設躯(く)体工事の仕事 2.66 1.90 5.33 1 .85 5.44 5.67 7.32 6.74

農林漁業の職業 0.62 0.48 0.59 0 .69 0.75 0.88 0.96 1.06

生産工程の職業 0.61 0.60 0.84 0 .88 0.61 0.7 0.97 0.97

製品製造・加工処理 0.89 0.92 1.12 1 .14 0.81 0.87 1.14 1.12

※有効求人倍率は原数値

全国

職業

高知県
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《本県》 
・平成26年1月～7月の社会増減は－2,167人であり、平成25年の同期間（-1,668人）と比べ社会減が拡大傾向にある。 
  平成25年に社会増となっている都道府県は、宮城県・埼玉県・千葉県（※）東京都・神奈川県・愛知県・大阪府・福岡県・沖縄県の9団体。 
   ※印は、H25に社会減から社会増に転じた団体 
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0～4歳 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90歳以上

転入超過 33 -24 -21 -527 -1,116 -44 3 9 -30 -21 -18 45 52 6 16 -14 1 -30 -13

▽各年1月～７月 転入・転出・転入（転出）超過数 

産業振興計画 

▽平成25年・26年 1月～７月 年齢階層別 転入者の状況 

（人） 

（人） 

▽高知県における他都道府県からの転入・転出・転入超過数 

出典:総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 
    （高知県で加工。転入超過数のマイナスは転出超過を表す。） 

（人） 
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◆高知県金融経済概況 H26.9.9公表＜抜粋＞（日本銀行高知支店） 
 
◎高知県の景気は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動がみられているが、基調的には緩やかに回復しつつある。 
○最終需要の動向をみると、個人消費は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動がみられているが、基調的には底堅く推移している。 
○観光は持ち直しつつある。また、公共投資は増加を続けており、設備投資は持ち直している。一方、住宅投資は駆け込み需要の反動減が
続いている。 

○この間、個人消費や観光を中心に、天候による影響がみられている。 
○製造業の生産は、業種によるバラツキがみられるものの、全体としては緩やかに持ち直している。 
○雇用・所得環境について、労働需給は緩やかな改善を続けており、雇用者所得も緩やかに持ち直している。 
○消費者物価は、前年比プラスで推移している。 
○企業倒産は、件数、負債金額とも、低めの水準で推移している。 
○先行きについては、国内需要と海外経済が基調的には緩やかに回復していく中で、県内景気も、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の
反動の影響を受けつつも、緩やかな回復経路に復していくと考えられる。こうした中、当面は、消費税率引き上げに伴う影響等について
注視していく必要がある。 

《本県経済等の動向を踏まえた産業振興計画の進め方》 
 
 本県経済の状況を表す各種の指標などからは、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動がみられているが、基調的には緩やかに回復し
つつあることから、本県の経済活動に直ちに大きな影響を及ぼすような状況は見てとれない。 
 
 一方で、社会増減においては、社会減の幅が広がってきており、また、有効求人倍率等も、本県の過去最高を更新しているものの、全国平
均を大きく下回る状況であることから、今回の全国的な景気回復の局面において、本県経済が真に力強いものとなるよう、さらなる取り組み
の強化が必要である。 
 
 このため、ＰＤＣＡサイクルによる各施策の進捗確認、各産業分野における４年後・10年後の目標達成に向けた確認、施策間の連携の確
認などを通じて、本年度末に予定している第２期産業振興計画のさらなるバージョンアップに向け、具体的な議論を深めていく。 
 あわせて、４年後（平成27年度）の目標達成を確実にするために強化すべき施策や、10年後（平成33年度）の目標に向けて、さらなる飛
躍を実現するために早急に着手すべき施策については、年度末のバージョンアップを待たずに補正予算により対応を行いたい。 


